















2 　最高裁平成25年 2 月28日判決





















2 　最高裁平成25年 2 月28日判決 
（民集67巻 2 号343号、判時2182号55頁　一部破棄自判　一部破棄差戻）
【事実】
（ 1 ）　X（原告・被控訴人・被上告人）は、貸金業者である Y（被告・控訴
人・上告人）との間で、平成 7 年 4 月17日から平成 8 年10月29日まで、利























（ 2 ）　X は、平成14年 1 月23日、貸金業者の A 株式会社との間で、金銭
消費貸借取引等による債務を担保するため、自己の所有する各不動産に極
度額を700万円とする根抵当権を設定し、A は、同月31日、X に対し、457
万円を貸し付けた。この金銭消費貸借契約には、X が同年 3 月から平成29
年 2 月まで毎月 1 日に約定の元利金を分割弁済することとし、その支払い
を遅滞したときは当然に期限の利益を喪失する旨の特約があった。
（ 3 ）　Y は、平成15年












（ 4 ）　X は、A 及び Y に対し、上記の貸付けに係る元利金について継続
的に弁済を行い、平成22年
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において、残元金の額は188万
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8111円
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（以下「本件貸付金残債権」⇒受働債権）
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した。





年 9 月28日、X に対し、本件過払金返還請求権については、上記























ができたのであるから、A の吸収合併により Y と X との間で債権債務の
相対立する関係が生じた平成15年 1 月 6 日の時点で、本件過払金返還請求
権と本件貸付金残債権とは相殺適状にあったとして、X の請求を認容し、




















































（ 3 ）　乾昭三『注釈民法（12）債権（ 3 ）』（磯村哲編）（1970年・有斐閣）371頁。
（ 4 ）　我妻榮『新訂債権総論（民法講義Ⅳ）』（1985年・岩波書店）321頁。
（ 5 ）　中田裕康『債権総論（第 3 版）』393頁。また「どのような場合に相殺できるの
か」にかかわる要件ともいう（中田・同395頁）。
（ 6 ）　内田貴『民法Ⅲ（第 3 版）債権総論・担保物権』（2006年・東京大学出版会）
249頁。
（ 7 ）　川井健『民法概論 3 　債権総論（第 2 版補訂版）』（2012年・有斐閣）347頁。
（ 8 ）　我妻・前掲注（ 4 ）320頁は、相殺権の内容としては、「現在相殺することがで
きる者の地位」に限らず、「対立する同種の債権の当事者として将来相殺によって










































































































































































































4 4 4 4 4 4
が時効消滅前に相殺
できる状態になっていれば、その債権者は相殺できると規定し、双方の債



























































明する。因みに、ドイツ民法にも同様の規定が BGB215条（旧390条 2 文）にあり、
その趣旨は、相殺適状を顧慮して自分の債務を免れたと信じ、それゆえ権利行使し
なかった債務者が失望させられるべきでないとする者が多い。Vgl. Gernhuber, Die 
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が、また譲渡された受働債権の債務者









（41）　大判明治34・ 2 ．21民録 7 輯 2 巻98頁。














































































　　 1 　 対抗要件具備時より前の原因に基づいて生じた債権
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最高裁平成25年判
決の事案について見ると、過払金返還請求権の消滅時効完成前（平成18年10月前）
に、借主 X には相殺権が発生していたため（平成15年 1 月：片面的相殺適状・相
殺権発生要件充足）、過払金返還請求権と貸付金残債権とをいつでも相殺できると
の期待が本来あったはずなので、公平の見地から相殺権行使につき期待可能性がな
かった借主 X を保護するため、貸金業者 Y の過払金返還請求権の消滅時効の主張
よりも、借主 X の相殺の主張を認めるべきこととなる。また、相殺の効果として
の債務消滅効は原則として双方の債権の弁済期が到来した時点（期限の利益を喪失
した平成22年 7 月）に遡及することとなる。
